●均等割税率区分の基準内容の変更
(１)均等割税率区分の基準となる「資本金等の額」の算出方法の変更
法人市民税の均等割税率区分の基準となる「資本金等の額」の算出方法が変わりました。（地方税法第２９２条第１項第４号の５）
[変更前]
法人税法第２条第１６号に規定する資本金等の額又は同条第１７号の２に規定する連結個別資本金等の額
[変更後]
変更前の資本金等の額から無償増資の額を加算し、無償減資の額を減算した金額
(２)均等割の税率区分の基準の変更について
　上記(１)の無償増減資の調整を行った後の資本金等の額を、資本金に資本準備金を加えた額と比較して大きい方の金額が均等割の税率区分の基準になりました。（地方税法第３１２条第６項～８項）
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